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産業構造審議会 産業技術環境分科会 研究開発・イノベーション小委員会 

評価ワーキンググループ（第４１回） 

議事録 

 

日時：平成３０年２月２日（金曜日）９時３０分～１１時４５分 

場所：経済産業省別館１階１１４各省庁共用会議室 

 

議題 

１．研究資金制度の評価について（審議） 

 （１）戦略的基盤技術高度化支援事業【中間評価】 

２．研究開発課題（プロジェクト）の評価について（審議） 

（１）クリーンディーゼルエンジン技術の高度化に関する研究開発事業【終了時評価】 

（２）二酸化炭素回収技術実用化研究事業【中間評価】 

３．その他 

 

出席委員 

小林座長、亀井委員、齊藤委員、津川委員、西尾委員、浜田委員、森委員 

 

議事内容 

○竹上大臣官房参事官 

定刻になりましたので、産業構造審議会第41回評価ワーキンググループを開催させて

いただきます。 

本日はお忙しい中、また雪でお足元が悪い中、朝からありがとうございます。よろし

くお願いいいたします。 

それでは、早速、座長のほうからお願いいたします。 

○小林座長 

それでは第41回評価ワーキンググループの審議をお願いいたします。 

まず初めに、事務局から配布資料の確認をお願いします。 

○竹上大臣官房参事官 

本日の会議、毎回同様、ペーパーレスにて行わせていただきます。会議資料一式を保

存しておりますので、お願いいたします。資料１から５、あと補足資料―１から４があ

ります。久しぶりに操作してわからないということがあるかと思います。いつでも事務
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局のほうにお申しつけいただければ駆けつけますので、お申し出ください。 

○小林座長 

ありがとうございました。 

本日は、議題１として研究資金制度の評価に関する中間評価、議題２としてプロジェ

クト評価が２件、終了時評価と中間評価があります。審議３その他、で標準的評価項目・

評価基準の改正ということを予定しています。全て公開審議とし、配布資料も公開とし

ますので、ご了解をお願い申します。 

それでは、第１件目の審議に入ります。議題１．研究資金制度の戦略的基盤技術高度

化支援事業、中間評価になります。では、ご説明をお願いします。 

 

議題１．研究資金制度の評価について（審議） 

 （１）戦略的基盤技術高度化支援事業【中間評価】 

 

○竹上大臣官房参事官 

それでは、説明者、持ち時間15分で事業の説明をお願いします。10分経過でベルを鳴

らします。では、よろしくお願いいたします。 

○説明者（技術・経営革新課長） 

おはようございます。中小企業庁技術・経営革新課長をしております師田と申します。

よろしくお願いいたします。 

資料に沿って、ご説明をさせていただきます。 

まず本制度の概要でございます。目的としましては、こちらにございますように中小

企業の国際競争力の強化、新たな事業の創出を図るということでございまして、ものづ

くり高度化法の認定を受けた中小企業が大学・公設試等の研究機関と連携して、いわゆ

る産学連携で取り組む研究開発を支援するというものでございまして、平成18年度から

もう10年以上実施させていただいているものでございます。国からの直執行という形で

実施しておりまして、予算額としては10年以上の総額で1,500億円ぐらいを投じている

というものでございます。 

本制度の背景等々はちょっと省略させていただきまして、この制度のもとになります、

ものづくり基盤技術の高度化法という５ページ目をもとに簡単にご説明させていただ

きます。 

この法律は我が国製造業の国際競争力の強化に向けまして、製造業のサポーティング

インダストリーとしての中小企業が担う特定ものづくり基盤技術というものを高度化
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していく目的で定められたものでございまして、まず１つは、経産大臣が特定ものづく

り基盤技術というものを指定いたします。ちなみに、現在は12個の技術を指定している

というものでございまして、この技術のそれぞれに高度化指針を経済産業大臣が関係大

臣と協議しつつ、策定するというものでございます。この後、この指針に沿いまして中

小企業が研究開発計画を作り認定をする。認定したものにつきまして今回の戦略的基盤

技術補助金に応募する資格があったり、それ以外にも、例えば金融措置。政策金融公庫

から低利の融資が受けられたりとか、あと特許料の減免が受けられるということで中小

企業の技術の事業化を支援したりとか、このような形で研究開発と事業化がセットとな

って支援をするというものでございまして、今回の戦略的基盤技術高度化事業は、この

スキームの中の研究開発補助の部分を担うというものになってございます。 

この特定ものづくり基盤技術、今現在は12個が指定されておるのですけれども、平成

18年の法施行時は17個の技術が指定されてございまして、これが徐々に時代とともに見

直しを図ってきているというものでございます。平成18年度には、例えば粉末冶金とか

溶接というものを追加したり、溶射を追加したりといろいろございまして、平成25年度

にもともと22個あったものを抜本的に統合改正しまして11個の技術に、情報処理、精密

加工、製造環境、接合・実装、立体造形、表面処理、機械制御、複合・新機能材料、材

料製造プロセス、バイオ、測定計測と全部で11個ございまして、これ以外に平成26年度

にはもう１個、デザイン開発というものを追加して現在12個になっているものでござい

ます。ただし、平成25年度に制定してから約４年たちますので、現在、第４次産業革命

の進展をにらみまして、ＡＩとかＩｏＴを使ったものづくり技術の高度化というものを

指針に反映すべく、指針の見直し作業というのを進めているところでございます。予定

どおりにいきますと今年度中、この３月までには改定した新しい見直しをする。分野と

して12個は変わらないのですけれども、この技術の中にＡＩとかＩｏＴを使った研究開

発というのを位置づけていくことにしたいと考えているものでございます。 

続きまして、今度は補助金自身のスキームの概要になります。先ほど申し上げました

とおり、この技術開発は産学官の連携体を組んだ方々に対する研究開発でございますの

で、ご覧いただきますと法認定事業者、いわゆる民間企業が先ほどの法律の認定を受け

まして、受けた事業者が、例えば大学・公設試であったり、協力者というのは川下企業

で技術のニーズを伝えていただくような方々に入っていただいたり、これを事業管理機

関というものが束ねまして、共同体をつくって研究開発をしていくことになってござい

ます。 

事業期間としましては２年から３年でして、補助上限は初年度で4,500万円、２年度目
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はこれの３分の２、３年度目は２分の１ということで、徐々に段階的に減らしていくよ

うなスキームになってございます。補助率につきましては３分の２なのですけれども、

例えば大学とか公設試というのがチームに入ってきている場合には、ここは自己負担を

するのが難しゅうございますので、定額補助を出すというスキームになってございます。 

右側のほうは先ほどの法律であったり、12個の技術開発というのが書いてございます

ので、省略させていただきます。 

次、スライドの８ページ目ですけれども、これは予算額の推移になってございます。

10年以上やってきているということでございます。大きな変化がございますが、平成25

年度までは委託、いわゆる100％でやってきたのですけれども、平成26年度からは自己負

担を得る補助スキームというものに変更されているところがございます。 

次、９ページ目でございます。これは研究開発とちょっとまた離れますけれども、先

ほど申し上げたような金融支援だったり、特許料の減免だったりというところの実績を

書いているものでございます。詳細は省略させていただきますけれども、事業化に向け

た支援ということで一定程度の活用が図られているものでございます。ただし、金融支

援につきましては最近の資金繰りが非常に借りやすくなっていたりとか、あと金利が下

がっているということで、政策金融公庫からの特別貸付自身の実績がちょっと減ってき

ているような状況にございます。 

10ページ目はものづくり高度化法の認定実績でございまして、累積でいえばどんどん

増えてきているのですけれども、直近の法認定件数というのはちょっと減ってきている。

これはサポインの予算自身が減っていることもございますし、あと平成26年度からは先

ほどのように補助になったということもあって、ちょっと下がったところはございます。 

11ページ目は先ほどの分野別の認定実績でありまして、下半分が平成26年度以降、現

在の12分野になった以降の認定実績を整理してございます。 

以上が制度の概要でございまして、12ページ以降はこの制度の評価ということでござ

います。 

12ページ目をご覧いただきますと、まず事業のアウトカムということで、このプロジ

ェクトの目標としまして３年間のプロジェクトが終了した後、その研究をもとに企業が

事業化を図るわけですけれども、事業化して実際に売り上げを立てて、その成果の波及

というところまで含めて、プロジェクト終了後８年時点で総予算投入の５倍以上に波及

効果が上がるのを目標として立ててございます。前回３年前に中間評価をしたときは、

実はプロジェクトが終了してからさらに８年といいますと研究をやり出してから11年

かかるわけですので、前回まだそういう段階ではなかったわけでございますけれども、
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今回事業を実施してから11年以上が経過しまして、平成18年度の採択事業というのがま

さに３年間のプロジェクトが終了して、さらに８年たったということで、今回評価の対

象に加えさせていただいたというものでございます。この数値だけをご覧いただきます

と、目標の５倍に対して14.1倍の実績ということになってございます。 

この詳細につきましては13ページに書いてございますが、平成18年度の採択件数につ

きまして予算投入額が64億円でございます。当時採択件数が80件ですけれども、アンケ

ートの結果、11件から回答があったのですけれども、この11件の回答をみても直接的な

売上高だけで305億円、さらには波及効果を入れると901億円となりまして、総予算に対

して14.1倍の実績ということになってございます。詳細をいいますと１次効果で305億

円の売り上げがこの事業者は立つのですけれども、これに産業連関表の生産波及係数を

掛けまして648億円になっている。さらに２次効果、いわゆる消費誘発効果でして、売り

上げが上がったことによって所得が増えて消費が喚起されたことを計算しますと２次

効果として155億円で、さらに生産波及係数を掛けるとトータル901億円ということで、

14倍という評価をさせていただいたものでございます。 

次に事業アウトプット、14ページ目になりますけれども評価をさせていただきます。

これは前回の評価と同様ですけれども目標を大きく３つ立ててございまして、１つは、

まずプロジェクト自身の評価ということで、プロジェクトの最終年度の達成度の平均値

が50％を超えるというもの。２つ目がプロジェクトの終了後、５年以内に事業化を達成

するプロジェクトが半数を超える。この事業化というのは、１つだけでも製品の売り上

げが立ったということをもって事業化といってございますが、これが半数を超えるとい

うもの。３つ目がプロジェクト終了後、５年時点で売り上げの累計が総予算投入額の

150％を超える。この３つを立ててございます。 

前回は１、２、３、それぞれ目標を超えているという状況でございました。今回さら

に３年間分の件数が蓄積されまして対象案件が増えたわけでございまして、それをトー

タルでみたときのアンケートの結果をみますと、１番のプロジェクトの達成度の平均値

は82％ということで前回より改善したのですけれども、プロジェクト終了後の事業化を

達成するプロジェクトにつきましては目標をわずかに下回る49.4％。さらにプロジェク

ト終了後の売上累計額が150％以上超えるものにつきましては131％ということで、目標

をちょっと下回ったという状況になってございます。 

次をご覧いただきますと、15ページ目であります。ちなみに今回の採択案件につきま

して、プロジェクトを採択された者とプロジェクトを採択していない人たち。これは実

際に法認定を受けてもサポインという予算を使っていない事業者もいらっしゃいます
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ので、それぞれにアンケートをとってみたところ、例えば研究開発したのだけれども開

発を中止してしまった人の割合は、やはり研究開発している人のほうが研究開発してい

ない人に比べると少ないということで、一定程度の予算措置での意義があったのではな

いかと考えているものでございます。 

16ページ目がプロジェクト終了後のアウトプット評価でして、先ほどの49.4％をグラ

フで描いたものでございます。 

ここら辺も飛ばせていただきます。 

18ページ目以降は、このサポイン技術で達成した技術の具体例であります。例えば一

番左側のファームノートさん、平成26年に採択した案件ですけれども、実際に最近のＡ

Ｉ・ＩｏＴというのを活用しまして牛にセンサーを張りつけて健康状態をはかり、その

健康状態をもとに牛を管理するという酪農家さん向けのソフトウエアを開発するよう

な方々でして、実際に企業さんと財団と大学が組んでプロジェクトを実施して、研究開

発して成果を上げておられるものがございます。こういったものをこれまで採択してき

たということで、その他の案件は省略させていただきます。 

20ページ目が国が実施することの必要性ということで、やはりこういったハイリスク

の研究開発というものを実施していくことが必要だろうと考えているものでございま

す。 

ロードマップ、それから制度、マネジメントというところまで、これは先ほどの繰り

返しになりますので省略させていただきます。 

25ページ目以降が、今回サポインの評価ワーキングということで検討会を作りまして、

東大の柳本先生に座長を務めていただきまして、こういう方々に本件を評価していただ

いたということでございます。 

その結果、総合評価としましては、一定程度評価はできるということでありましたけ

れども、例えば機械的に補助上限が減額されている制度を見直すべきであるとか、もし

くは１年目の事業期間の確保など、時代に即した制度の見直しを検討していくべきだと

いうようなご意見をいただいたところでございます。実際に従来のものづくりですと最

初に設備投資を行うので費用がかかり、それからどんどん費用が下がっていくというこ

とがありますけれども、第４次産業革命でＩｏＴだったりＡＩだったり、さらにソフト

ウエアの開発というのが出てくると、必ずしも初年度に研究費用が増えるわけではない

というようなご意見もございまして、こういうあたりは引き続き制度の見直しを図って

いきたいと思っているものでございます。 

27ページ目は、先ほどの先生方にプロジェクトの中間評価におきまして技術評価指針
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に基づきまして評価を実施していただきましたところ、それぞれ２を超える高い評価を

いただいたということでございまして、総合評価としても2.8。３が極めて妥当というこ

とでございますので、評価はすぐれているということでありまして、このプロジェクト

を積極的に推進していくべきというようなご意見を賜ったところでございます。 

最後、提言及び提言に対する対処方針ということで、先ほど申し上げたとおり、やは

りＩｏＴ・ＡＩの第４次産業革命にしっかり対応していくべきだというようなご意見が

多くございました。この回答としましては、今年度中のＩｏＴ・ＡＩの指針の見直しと

いうのを図っていく。さらには、これを踏まえて平成30年度に事業を実施する際には中

小企業のＩｏＴ・ＡＩの研究開発を適切に推進してまいりたいと思っているところでご

ざいます。さらに先ほどの機械的に補助上限額を減額していくことであるとか、事業期

間の確保。どうしても当初予算で４月から公募しますと今まで７月ぐらいに採択しまし

て、実際事業の開始が９月ぐらいになるというのが多かったので、これをもっと抜本的

に早めるべきだというようなご意見も賜っているところでございます。ちょっと平成30

年度は難しいかもしれませんが、こういうことも踏まえて制度の不断の見直しを図って

いきたい。さらにはこういう新しい技術の担い手をみつけるべきであるとか、あと海外

進出にもちゃんと貢献していくべきだといったようなご意見も賜ってございます。これ

も、この制度の中で何ができるかをしっかり考えてまいりたいと思っているということ

でございます。 

以上で説明を終わらせていただきます。 

○小林座長 

どうもありがとうございました。 

それでは、ただいまのご説明に対してご質問、あるいはコメントがありましたらお願

いします。浜田委員、お願いいたします。 

○浜田委員 

14ページに結果が出ていますけれども、その中でアンケートに答えられたのは11件と

なっています。そうすると達成したところが50％を切っていますとおっしゃっていまし

たけれども、多分11件の半分といった数字ではないかと思うのですが、いかがでしょう

か。 

○説明者（技術・経営革新課長） 

11件は、実は先ほどの、こちらの終了後８年のプロジェクトが11件でありましたので、

14ページ目のほうはそれ以外の方々を含めていますので、今回アンケートにお答えいた

だいたのは全部で644件ございます。１番のプロジェクト終了時というものにつきまし
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ては644件ですし、２番と３番の５年終了したものについては371件の回答をいただいて

いるというものでございます。 

○浜田委員 

ありがとうございます。それでちょっと思ったのが、そもそも中小企業向けに出して

いる事業であって、独創性・革新性を求めるというのが評価基準の中にあるわけですけ

れども、それを自己負担を求めてやっていく。これ、かなりハードルが高くてハイリス

ク・ハイリターンタイプになっていて、確かに大きいハイリターンを出しているものが

結構あるために金額的にも成果は大きくなっているのですけれども、全体の中小企業の

育成として望ましい仕組みなのかというのがちょっと気になるところです。本来の制度

の設計は大企業が先端の製品を出していくのに対しても、中小企業は基盤を支えるいろ

いろな技術を失わないで維持していくところであって、それが例えば精密加工とか、そ

ういった分野をもっと高度化していくことによって最終製品に、いろいろなものになっ

ていくということを期待しての制度ではなかったのかなと思うのです。だから最終製品

はもっと分野横断であってもいいけれども、中小企業はそれぞれのもっている技術が高

度化されていくという仕組みであってほしいと考えるのです。その中で、この制度設計

自体が最終的な先端製品を期待して独創性や革新性を評価しながら支援するという仕

組みに偏っていて、基盤技術を育てるという意味では弱い面があるのではないかという

ように懸念しております。例えば精密加工といった分野で、このレベルの加工ができま

す。それはすごいですねということで評価されるのであれば、それが非常に広く公表さ

れて、大企業などもそういう会社と一緒にやりたいというように進化していくことによ

って、その産業が発展していくという仕組みに乗るような形がもっと望ましいのではな

いかと。 

ですから、中小企業に対して独創性・革新性という評価基準で当たるのを少し見直し

をしてもよいのではないかと。この技術の高度化という指針で評価をすることによって、

それを大企業などにも伝えていって全体の産業が発展するという仕組みにしてもいい

のではないか。というのは、中小企業の数が多いのに対して実際にこの支援を求める企

業の数が余りふえていっていないというのは、ちょっと考え直す必要があるのではない

かという意見です。 

○説明者（技術・経営革新課長） 

今先生がおっしゃったことは、若干私の説明が足りなかった分もあろうかと思います

けれども、まずこの技術開発自身として、おっしゃるとおり先端性・独創性は１つの評

価軸ではございますが、では必ずしもすごい先端のものでないと、例えば大企業にどう
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してもすごいとんがったものをやる。ベンチャーの中にはそういう企業さんもいらっし

ゃるので、そういう方々もいますけれども、そうでないような方々も実際に採択させて

いただいてございまして。例えば18ページ目に幾つか具体例を書きましたけれども、右

側に書きました向洋技研さんなどは、これは平成22年の採択事業でございますけれども、

むしろ先ほどのソフトとかＩｏＴとか独創性というよりか、まさに接合という。要は金

属関係の溶接技術というのをどのように高度化していくかという意味での技術開発で

ございまして、もちろんそのやり方自身は非常に独創性があったり、ないしは新しい技

術課題にチャレンジするものではございますけれども、当然先ほどの12個の指針の中に

定められた基盤技術の高度化というカテゴリーに入るものでございまして、こういうも

のも採択させていただいている。これは年間大体100件ぐらい採択してございますので、

なるべくそういうものをバランスよく採択していきたいと思っているというものでご

ざいます。 

あともう１つ、確かに中小企業は全部で380万社いますので、今回、毎年100件申請し

たって本当に一部ではないかというご意見はあろうかと思います。この事業は中小企業

の中では先端の技術を、最もピカピカの部分を支援する政策でございますけれども、こ

の１つ下に、いわゆるものづくり補助金という制度を用意させていただいてございまし

て、これは実際に１万社に対しまして製造技術の高度化をするような設備投資をされた

りとか、もしくはいろいろな試作品開発をされたりというような方々を応援する。単年

度で、なおかつ上限が約1,000万円というような支援制度を用意しておりまして、こうい

うところでも基盤技術を支えていくということかと思ってございます。そういう意味で、

中小企業政策全体でものづくりを支えていくという形で臨んでまいりたいと思ってい

るということでございます。 

○小林座長 

よろしいですか。 

○浜田委員 

はい。 

○小林座長 

ほかは、いかがでしょう。森委員、どうぞ。 

○森委員 

趣旨はよく、大変結構だと思いますので、この後のフォローアップ体制をどうするか

ですね。これは一通り定期的に５年なり10年なり終わった後で、その後、それは伸びて

いったかどうか。またうまくいかなかった例に対して、ではどういう改良があるかとい
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うような、そういうフォローアップに対して何かお考えがあれば教えてください。 

○説明者（技術・経営革新課長） 

ありがとうございます。まさにフォローアップにつきまして、これは国の直執行事業

でございますので、各９か所あります経産局がそれぞれ担当しまして個別の案件をフォ

ローしているような体制になってございます。当然５年間につきましてはいろいろな事

業化の状況報告というのもしていただいていますし、さらにその中で状況が変われば経

産局であったり、中小企業基盤機構などコーディネーターとも連携をしながら、いろい

ろなマッチングなどを実施するように努めているところでございます。 

○森委員 

過去のいろいろな事業で、国からの補助が終わったら急にしぼんだという例が幾つも

あるので、その意味では終わった後のフォローが大変で、育てていくというところが非

常に重要かと思う次第です。 

○説明者（技術・経営革新課長） 

そういう意味で９ページ目にも書きましたとおり、例えば融資であったり、特許であ

ったりというところもサポートさせていただいておりまして、確かに実際上がっていな

いところはあるのですけれども、例えば特許などですと徐々に研究開発の結果、取得さ

れたり、あと特許料を納められたりという件数が増えてきているように思いますので、

こういうところも含めてしっかりフォローしてまいりたいと思います。 

○小林座長 

では、西尾委員、どうぞ。 

○西尾委員 

私もこの制度の趣旨は非常に賛成しております。幾つか利用している会社の話を聞い

たこともあります。先端的、少し先のことをやるということもあり、プロジェクトが終

わった後にいろいろと、実際に自分たちの製品なり技術を使ってもらう人をもっと探し

ていくような、広げていくときにどうしたらいいかということに悩むような話が出たな

というのを思い出しました。それでフォローアップにつながるかもしれませんが、この

制度を、あるいはこの制度をやっている最中にでも構わないですけれども、ほかにどう

いう制度を使って進めるか。要するに経済産業省の中でいえば中小企業政策は非常に広

範にわたるものがありますので、ほかの制度をどういう形で使って、そのように成功に

至ったのか成功事例のようなものがあれば教えて頂きたい。 

もう１点お聞きしたいのは、認定実績というところで幾つか分野ごとに出てくるので

すけれども、実際にプロジェクトを採択するに当たってその分野。例えば今年度はこの
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辺にちょっと集中的にというか、優先的に採択しようとか。そういう戦略というか、計

画みたいなのはあるのでしょうか。この２点、ちょっとご質問させていただきます。 

○説明者（技術・経営革新課長） 

まず１点目の実際研究開発をしながら、ほかにもどういう政策を使っているかという

ことにつきましては、正直、今手元にはないです。もちろんそういうことも含めながら、

しっかりフォローアップしてまいりたいと思います。 

２つ目、分野ごとにつきましては、現時点の審査のやり方を申し上げれば分野は聞き

ますけれども、この中でそれぞれ有識者に全部点数をつけてもらっていいほうからとっ

ていきますので結果的に、例えばことしは複合・材料が多かったけれども余りいい案件

がなかったので採択は少なかったとか、そのようなことは出てくるということです。そ

ういう意味で我々のほうから何かこの分野を多くとろうとか、少なくしようということ

はやってございません。むしろ我々は指針の見直しというのを定期的にやっております

ので、こういう中で取り組んでほしい研究開発をお示ししまして、そこにチャレンジし

ていただく形で、我々の戦略を反映しているということかと思ってございます。 

○西尾委員 

ありがとうございます。 

○小林座長 

では、亀井委員。 

○亀井委員 

この制度、非常に重要だし、アフェクティブに働いているのだろうなというように、

まず評価いたします。それでよりよい方向にもっていくというか、さらによくするとい

う意味であえてちょっとお聞きしたいのですけれども、例の売り上げが８年後にどうだ

ったかというところで採択数が80件あって、11件の回答に関してこれだけの売り上げが

ありますという。それはファクトだと思うのです。そうすると69件の方からは回答がな

かったということだと思うのですけれども、それは売り上げが立つようにはなっていな

かったと類推できるのか。それとも、たまたま回答がなかったというようにみえるのか。

全体の８年後どうなっているかという実態を把握する意味では、どのように把握なさっ

ているのでしょうか。 

○説明者（技術・経営革新課長） 

まず確かに残り69件の中には単純に、要はアンケートが届かなかったり、答えていた

だけなかったりという人もあるでしょうし、あとは、やはり上がっていないので答えな

かったという方々もあるということだと思っていまして。実は平成18年度の制度を始め
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たときにはプロジェクト終了後８年も、要は11年先になってもアンケートに、フォロー

アップしてもらうことまでをお伝えして実施してきたわけではなかったのです。プロジ

ェクトをやりながら、どんどん評価をしっかりやるべきというようなご意見もあってフ

ォローの期間が伸びてきたこともございますので、そういう意味でこれが全て補足でき

ていないことについては大変申しわけないなと思うのですけれども、これはなるべく取

り組んでまいりたいと思っているということでございます。 

○亀井委員 

逆に、そうすると今のプロジェクト、動いているものに関しては、きちんとこういう

形でフォローさせていただくということが伝わっているという理解でよろしいですか。 

○説明者（技術・経営革新課長） 

はい。今はそのようにしようとしてございます。 

○説明補助者（技術・経営革新課課長補佐（技術班長）） 

あと済みません、１点だけちょっと補足させていただきます。今11件とあったところ

は、実は答えてくれた人は27件。報告書の本体のほうには書かせていただいているので

すけれども27件ありまして、そのうちの11件が、要するに売り上げが上がったといって

305億円を答えていただいた方々になりますので、大体２分の１か３分の１の間ぐらい

の方が、そういう成果を上げられていることがわかってございます。残りの方は今師田

のほうから申し上げたとおり、お答えいただけなかったという状況になってございます。 

○説明者（技術・経営革新課長） 

それから15ページ目をご覧いただきたいと思うのですけれども、まさに研究開発をし

た採択案件につきまして、そういう意味で終了後８年だけではないですけれどもアンケ

ートをとっていまして、上のところが研究開発を実施した。つまりサポインで支援した

企業なのですけれども、これをみていただくと、例えば開発を中止しましたと。プロジ

ェクトを終了したときには引き続き頑張って継続しますという方が多かったのですけ

れども、その後、何年かたって、やはりうまくいかなかったので開発を中止した方々は、

２割弱ぐらいはいらっしゃるということでございます。今委員のご指摘につきましては、

これぐらいがある意味プロジェクトが終了した後、何らかの事由で開発を中止した方な

のだろうと思ってございます。ただ、ここはサポイン事業をしなかった会社に比べると

少ないということで、一定程度の評価をしていただけるのかなと思っているということ

でございます。 

○小林座長 

齊藤委員。 
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○齊藤委員 

２つあるのですけれども、１つ目。ＡＩとＩｏＴに力を入れていくとのお話で、今Ａ

Ｉに関する仕事を製造産業局とさせていただいていまして。この中ではファームノート

が該当するのかと思うのですけれども、ＡＩを日本の本当の製造業の力にしていこうと

いうときには、ＡＩそのものを開発するという話もありますし、尖がったごく一部の方

が作ったアルゴリズムをちょっと応用してこういったファームノートのようなベンチ

ャー的な開発者の方がいらっしゃって。さらに数が必要な、その下のシステムインテグ

レーターみたいな人や、それを受ける製造業の方がいます。この事業ではそのどこにタ

ーゲットがあるのかちょっとみえないなと思ったのです。 

ファームノートみたいなところも大事だと思うのですけれども、そこをされるに当た

っても、やはり現場がないとデータが集まらなくてできない。一緒になって取り組む現

場をもっている製造業・酪農家の方々というのをセットで考えていかなければいけない

し、同時に、できた後はファームノートさんだけではなくてもっといろいろな、これは

北海道ですけれども九州とか、いろいろなところのＡＩプレーヤーの方々にも導入して

いただく。この末端のほうに入れていく話は先ほどのものづくり補助金の範囲かもしれ

ないですけれども、導入先を増やさないとデータが集まらない云々という話もあります

ので、そこのところをバランスよく、ファームノートのようなところも支援しつつ、マ

ッチングみたいなところも支援しつつ、そこに学官が絡むという形がよいかと。で、余

り官とか学が開発にガンガン絡むよりは、そういった調整役、アドバイス役に徹して。

資金配分についても先ほど官学は100％という話でしたけれども、100％であるなら、な

おさら本当にコアのアドバイス的なところに携わってもらうなど、めり張りをつけてバ

ランスよくＡＩ・ＩｏＴを力にして、実装を広めていただきたいなと、強く思いました。 

あと２点目は、今西尾委員のほうからも、顧客開拓で困っているところがあるという

話があったかと思います。これもずっといわれておりますけれども、きょうの話も、も

のづくり、いい技術を伸ばして、さあどうしようという話になっていて、顧客から何が

求められているかという発想をもっともっと入れていただかないと。つくったはいいけ

どという話が毎回、毎回出てきてしまうのかなと思っています。そういう意味で最後に

加わったデザイン開発というのは、多分そういう発想があって、すばらしい技術を使わ

なくてもデザインがすごく素敵で画期的であれば、それは売れるのだ、市場ができるの

だという話で出てきているかと思うので、もう少しやってほしいなというのがあります。 

ＡＩの研究会のほうでも、ものづくりにこだわると、いわゆる組み立てとか加工技術

の最適条件みたいなところにＡＩを使いたくなるのですけれども、実はＡＩですごく効
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果があるのは在庫管理であったり、見積もり作成であったり、そういった周辺だったり

もする。あとマーケティングだったりするところがありますので、でもどうしても経産

省の方はものづくりのところをさらに高めるところに注力する傾向があって、ＡＩの観

点からも顧客発想というのは非常に大事かなと思いました。 

済みません、以上です。 

○説明者（技術・経営革新課長） 

まず１つ目のＩｏＴ・ＡＩにつきましては、これは委員ご指摘のとおり、必ずしも中

小企業がＡＩのエンジンを考えるというものではないのだと思っています。ただ、そう

いう方々がいてもいいということだと思ってございまして、下のほうでご説明させてい

ただきますと12分野あるのですけれども、この中で情報処理と測定計測という２つの分

野につきましては、まさにこの分野でＡＩ・ＩｏＴに貢献する技術を開発すべしという

ように指針には追加しようと思ってございます。それ以外のところにつきましては、む

しろＩｏＴとかＡＩを活用して自社の技術を高度化するというものを研究開発に位置

づけていくような形で整理をしたいと思っておりまして、例えば精密加工なら精密加工

というもので金型にいろいろなセンサーなどを張りつけて、そのデータをもとに最適な

温度環境とか、製造環境というのを計算しながら品質を高めていく。このような研究開

発をされるというものも、ある意味ＩｏＴ・ＡＩを活用型ということで位置づけていく

ようなことも、今回の指針の見直しでは進めていきたいと考えているところでございま

す。 

それから、これは上位レイヤーがサポインではありますけれども、この１個下にある

ものづくり補助金。今回の制度の外ではありますけれども、こういうところでも、例え

ばデータ連携型というものを今年度は新設しまして、複数の企業がデータ連携をするこ

とで、将来的にはデータを蓄積してＩｏＴなりＡＩを活用できるようにサポートすると

いったところも盛り込もうと思っておりますので、そういう意味で上位レイヤーだけで

はなくて、もうちょっと下のレイヤーも含めて、しっかり競争力の強化に取り組めるよ

うにしてまいりたいと思っているところでございます。 

２つ目の顧客開拓につきましては、これも先生ご指摘のとおりですので、我々として

もいろいろ成果集をつくるとか、マッチングイベントをやるとか、そういうものはやっ

ていましたけれども、ほかにも何ができるかまた考えてまいりたいと思います。 

○小林座長 

津川委員は何かございますか。 

○津川委員 
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コメントだけ。現場の人間なのですけれども、サポインに応募してだめだったことが

あるのですが、そのときから思っていたのですけれども、フォローアップでいろいろ相

談に乗っていただけるというのが非常によかったので、応募のときから指針を見直され

るということですけれども、今度の指針はこういう指針だから、このようなことがいい

ですよということでアドバイスをいただけると非常によいと思います。 

それからコメントの中で海外進出についてというのがあったと思うのですけれども、

やはり今後は国内だけではなくて海外を狙ったような、中小企業であっても必要だと思

いますので、そこら辺はぜひ進めていただきたいと思います。 

○説明者（技術・経営革新課長） 

頑張ってまいります。 

○小林座長 

ほかは。西尾委員、どうぞ。 

○西尾委員 

ちょっと私はまだ理解できていないのですけれども、この認定された会社の中でプロ

ジェクトに応募して採択された会社といいますか…… 

○説明者（技術・経営革新課長） 

サポインにということですか。 

○西尾委員 

サポインに採択された会社というのはどのぐらいの割合になるのでしょうか。 

○説明補助者（技術・経営革新課課長補佐（技術班長）） 

３分の１ぐらいです。 

○西尾委員 

分野として大体これと同じような割合になるのか。それともサポインならサポインの

何か特徴。分野としての特徴みたいなのはあるのですか。 

○説明者（技術・経営革新課長） 

数で申し上げると、例えば平成29年度を例にとりますと実は300件ぐらい認定をさせ

ていただいているのですけれども、平成29年度の新規採択は約100件ですので大体３分

の１ぐらいが、この中ではサポインの予算をお使いいただいて、研究開発を進めていた

だいているという形になると思います。分野につきましては、ちょっとそういう意味で

傾向をそこまではみておりませんけれども、むしろ11ページ目の下の図が近いですかね。

そういう意味で精密加工が多くて、でこぼこはありますがちょっとサポインの件数自身

は必ずしも、例えばこれに比例しているわけでもなくて多く採択されている分野もあれ
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ば、そうでないところもありますので。 

○西尾委員 

何か違いがあれば、そこを教えていただきたかったのです。 

○説明補助者（技術・経営革新課課長補佐（技術班長）） 

例えば実態としては、情報処理は認定件数でみていただくとかなり多い比率になって

いると思いますが、実態としてサポインの採択の状況。ここ数年をみると申請は多いも

のの、採択の割合は低い状況になっているかなという印象がございます。 

○小林座長 

よろしいですか。少し時間が押していますので。ここでまとめに入りたいと思います。

これは中間評価なので、今各委員から出た意見をまとめてみますと、全体としては中小

企業対策として非常に有効、重要な政策でその効果も出ているということだろうと思い

ます。 

もう１つは、以前この委員会でも指摘があったように柔軟な対応といいますか、予算

なり、あるいは時期ですね。それをぜひお願いをしたいと思います。それから３番目と

して、委員からご指摘があったのはフォローアップ、あるいは他の制度との連携によっ

て、よりこの後の発展も期待したいと思います。ただ、全ていつまでも国が助けている

必要はなくて、是非マーケットの厳しさを意識していただきたいと思います。 

最後に、津川委員が言われたたように海外にどう進出していくかが課題です。そのあ

たりのサポートもぜひお願いできればと思うのですが、全体としてはぜひ発展を期待し

ているというところだろうと思います。 

○竹上大臣官房参事官 

私としてはこういう商品を開発してそれで終わりではなくて、大体は企業において改

善・改良していくことが必要になってくる。多分そのところは自分でやることになるの

だと思うのです。サポインでカバーできていないところは、そういうところではないか。

でもそれをしないと多分商品を売っていけないところになるので、そういった研究開発

投資をサポインを受けた企業が継続して自らお金を出していけるような仕組みという

のを、サポインの仕事ではないのかもしれませんが、火をつけてもらったのはサポイン

なので、いかに研究開発投資を継続して中小企業の中で回していくような仕組みを作る

ことが必要だと思います。 

○小林座長 

経産省全体の施策の中でやっていただければと思います。 

○説明者（技術・経営革新課長） 
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そういう意味で、例えば研究開発税制。中小企業については大企業より深掘って、よ

り研究開発に投資しやすいのをつくったり、あと設備投資なども、今回新しく新設の設

備投資をする場合には固定資産税を減免する制度なども入れようなんていうこともや

りながら、研究開発以外のさまざまな生産性向上に向けた取り組みをやってまいります

ので、ぜひまたご支援いただければと思います。 

○小林座長 

どうもありがとうございました。 

それでは、本件、これで審議を終了といたします。どうもありがとうございました。 

それでは、議題の２．プロジェクト評価の（１）クリーンディーゼルエンジン技術の

高度化に関する研究開発事業。これは終了時評価になります。では、よろしくお願いし

ます。 

 

議題２．研究開発課題（プロジェクト）の評価について（審議） 

（１）クリーンディーゼルエンジン技術の高度化に関する研究開発事業【終了時評価】 

 

○竹上大臣官房参事官 

説明者、もう着席していただいたかと思いますけれども持ち時間15分で、10分たった

らベルを鳴らしますので、残り５分で終了するようにしてください。よろしいですか。

――では、始めてください。 

○説明者（自動車課課長補佐（環境・技術）） 

よろしくお願いいたします。製造産業局自動車課の課長補佐をしております羽原と申

します。本来ですと室長の石川がこちらで説明をさせていただく予定でございましたけ

れども、急遽国会対応が入ってしまいまして、大変僭越ながら私からの説明とさせてい

ただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

本事業は、クリーンディーゼルエンジンの高度化に関する研究開発事業でございます。

まず事業の概要のところでございますけれども、実施期間は平成26年度から28年度まで

の３年間でございますが、具体的にはクリーンディーゼル車の排ガスの規制に対応する

ためのさまざまなシミュレーションモデル等、後処理のところを研究開発しているとい

う事業になってございまして、予算総額としては14億円、補助率が３分の２ということ

で実施をさせていただいております。実施主体は各自動車メーカーから人を出している

技術研究組合である、自動車用内燃機関技術研究組合（ＡＩＣＥ）というところで実施

してございます。プロジェクトリーダーの土屋、後ろのほうに控えてございます。 
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まずは最近、非常にメディア等でも話題がございますけれども、ＥＶをはじめとしい

ろいろ自動車業界、非常に盛り上がってきてまいりました。その全体像をまずご説明さ

せていただければと思っております。欧州のディーゼル規制に始まり、フォルクスワー

ゲンやＢＭＷといったところがＥＶ、電動化というところが重要だとさまざまな方針を

掲げておりまして、またイギリス、フランスといった政府も2040年までにガソリンディ

ーゼル車は全て禁止するというような話をしている状況でございますが、その実態とし

てどうなっていくのかという予測をあらわしたものが下のグラフでございます。 

例えば世界全体のパワートレイン別乗用車普及見込みというところでございますけ

れども、ガソリン、さらにディーゼルについてはというと2050年に向けて低減はされて

いきますが、その間、黄色がございますけれども、こういったハイブリッド車、さらに

はその上のオレンジ色、水色、薄緑色といったところも含めてバッテリーとモーターに

よる電動車のところと、さらにはエンジンが併存する車というものが今後も非常に重要

になってくるという状況でございます。 

さらに、各国におけるディーゼル乗用車の新車販売に占める割合というもの。こちら

は2010年時点でございますので少し古いですけれども、フランス、イタリア、イギリス、

ドイツと、やはり欧州勢はディーゼル車が非常に多い状況になってございます。 

他方、現在どのような状況であるかといいますと、この次のページに書いてございま

す。上から３つ目のポツでございます。欧州では依然として2016年時点で、ドイツは

45.9％、イギリスでは47.7％、フランスでは52.1％と、約半分近くはディーゼル車が引

き続き販売されているという状況でございます。日本では3.5％と割合は低いものの若

干の増加傾向にあるところと、さらには国内の自動車メーカー、やはり海外で稼いでい

るものですから、そういった海外での市場にマッチする形の研究開発というものが非常

に求められてきているところでございます。さらにはディーゼルエンジンのほかにも、

今回お話しさせていただく技術というものはガソリンスエンジンの高度化のほうにも

非常に親和性が高くございまして、そちらへの活用というものを考えてございます。 

少し戻りますけれども、上から２つ目のところでございます。排ガス規制と燃費の向

上というものが、両方規制として各自動車メーカーに求められているところでございま

すけれども、実はこちらは背反関係にございます。排ガスの低減のためにはなるべく燃

焼させない。温度を低く燃焼させることが必要になってまいりますけれども、燃費向上

のためにはなるべく温度を高くして燃焼させる必要がある。そういった意味で、両方の

規制をクリアするための技術開発というものが世界共通の課題でございます。ただし、

そこの技術、実際に実在しますけれども、どうしてそのような形で課題が解消されてい
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るのかというモデルの確立はまだなされていないところでございまして、今回の事業で

はＮＯＸや、ＰＭといったものの後処理装置の高度化についての研究をしたところでご

ざいます。 

こちらは飛ばせていただきます。 

こちらは日本再興戦略、また科学技術イノベーション総合戦略のほうでも、こういっ

た分野での連携というものが書かれてございます。 

事業の概要でございますけれども、背景として今ご説明した各国の排ガス規制と燃費

規制が強化の動きがあります。さらに現状における課題としては後処理装置の開発とい

うものが、実は自動車メーカーの開発コストの約３分の１から半分を占めるといわれる

ほど非常に重要な、かつコストのかかる分野でございます。そういったところについて

の開発スピードの向上とコストの低減というものが世界共通の課題として非常に求め

られている。さらには、こういった分野に対する人材の不足というものも実態としてご

ざいます。各国、燃費規制、排ガス規制は若干違うというところ、さらにはディーゼル

車、ガソリン車、ハイブリッド車、ＥＶ、そしてＰＨＶ、ＦＣＶと車種もたくさん増え

てまいりました。そういった面で開発の現場は非常に逼迫しておりまして、実際に車の

開発期間が８年とか状況がかかっているのを何とか効率化できないかというところを

考えてございます。 

今何度かご説明させていただきましたけれども、ディーゼル車の排ガスの後処理の未

解明な課題の現象解明やシミュレーションモデルの構築というのを進め、それを通じて

人材育成を進めるということを考えてございます。 

関連する他省庁との関係でございますけれども、エンジンそのものの燃焼については

内閣府のＳＩＰの革新的燃焼技術というところで研究開発を行ってございまして、エン

ジン内部で燃焼された後の排ガスをいかにきれいにするかというところについて、この

事業で実施をさせていただいたということでございます。 

こちらが事業の具体的な中身を記したものでございます。大きく３つございますけれ

ども、まず真ん中の水色の排ガス浄化システムというところに関するシミュレーション

モデルというものでございます。ＰＭ低減のためディーゼルのごみを収集するようなシ

ステムでございますけれども、こちらの解明、現象はどのようになっているのか現在解

明されていないところがございまして、ここを重点的にシミュレーションでやる。さら

には燃焼自体をより低温化するという観点からＥＧＲクーラという少し赤目のところ、

ひし形のものがございますけれども、ここで一旦、燃焼したガスをまたエンジンの中に

戻してやることで燃焼の低温化、排ガス浄化の効率化を図るというものでございます。
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さらには③と書かれておりますけれども、車が走っていると白煙が出てまいりますが、

実はこの白煙がなぜ出ているのかという根本的な原因はわかっていないという世界共

通の課題がございまして、そちらについての現象解明・技術研究を行うということでご

ざいます。 

こちらは今ご説明した細かいところが書かれてございます。 

本事業を通じて出されたアウトカムでございます。まず１つ目のアウトカムの指標が

クリーンディーゼル車のＣＯ２排出量の低減でございまして、2020年時点で30％低減、

さらに2030年時点で40％低減というものを目標としてございます。実際に今回、総じて

燃費向上が１％から４％程度得られるという見込みが出てございまして、こういったも

のを各社が持ち帰って研究開発を進めれば、2020年度の30％低減、さらには2030年度

40％低減という目標達成が可能であるような状況になってございます。 

さらに、次のアウトカムである開発スピードの向上でございます。目標としては、2020

年度には開発スピードは50％向上するということを目標に掲げてございました。上から

真ん中あたりに線を引かせていただきましたけれども、こういった開発は少なくとも一

度開発して実際車に搭載していろいろ測ってみると、やはりここは違うねということが

わかりまして、もう一回最初から開発をし直す。そういった手戻りが１、２回生じると

いう状況になってございまして、このために1.5年から２年の期間がかかっております。

これを実機を使わないシミュレーションモデルで適用することで、少なくとも１回手戻

りを減らせるということができまして、その観点から開発スピードが30％から50％の向

上が見込まれております。さらに下のところで線を引いてございますけれども、通常３

ヵ月かかっている評価の試験が１日で評価可能となった事例もあるようでございまし

て、こういった指標により開発スピード自体は10％から15％の向上になっているという

ような話もございまして、総合的にみて手戻りの削減と、さらに評価時の試験工数の削

減によって2020年の目標が達成可能になっているという状況でございます。 

さらに、事業のアウトプットについてでございます。大きくＤＰＦ圧力損失の予測モ

デル精度というところでございまして、それぞれ目標値を設定してございますけれども、

いずれも100％達成というところでございます。途中で現象解明が不十分であることが

わかりましたけれども、他の大学との協力というものも開始しまして、こういった目標

が達成できるという状況になってございます。 

さらに、もう１つのアウトプットの指標でございます。ＮＯＸ排出量を25％低減する

というアウトプット目標でございますけれども、こちらは具体的にいうと排出されるＮ

ＯＸをクリーンにするための触媒としてゼオライトを使うことを考えてございまして、
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これを使うことで、こちらの目標についても達成がされるということでございます。具

体的には市販品に対して25％の削減効果があるという状況になってございます。 

さらには一番最初に少しご説明させていただきましたけれども、この研究開発を通じ

た人材育成という観点での結果でございます。大学・研究機関の論文、学会発表は119件

ということで、学生はこちらで発表するという点で成果が出てございます。 

ちょっと時間も短くございますので、費用対効果のところは先ほどご説明したとおり、

まとめでございますけれども事業全体として、いわゆる波及効果については開発工数の

削減、さらに研究体制の革新というところ。こちらは企業のニーズに基づいて大学の皆

さんとかなり密接にかかわって、産産学学連携で研究を実施したところで成果が上がっ

ている。さらには、大学側の博士後期課程の進学者が増加するということでございます。

下のほうに具体的な人数等も書かれてございます。 

こちらの事業に対する総合評価を出されてございますけれども、基本的にシミュレー

ションモデルや現象解明が進んだことについて非常に評価をいただいているところ、さ

らには大学での学生、若手研究者の人材育成が進んだところについても評価をいただい

てございます。他方で一番下のパラグラフに書かれてございますけれども、アウトカム・

アウトプットの数値目標は定量的に示されていないというご指摘を受けておりました

ので、今回そちらを定量的に書くところで資料に反映させていただいてございます。 

最終的に、最後のところでございますけれども、今回提言のほうをいただいておりま

す。人材育成もしっかりとやって、引き続き横に広めていくべきというような提言をい

ただいておりますので、そちらに対する対処方針として、今回ＡＩＣＥを通じて大学と

連携を進めて人材育成の促進を行ったということがございますので、こういったものを

クリーンディーゼルの事業だけでなくて、ほかの事業についてもＡＩＣＥのほうで持ち

帰って適用できる体制をつくっていければと考えてございます。また、こういったエン

ジンの分野だけでなく、政策当局としましては他分野・他事業への展開もできればと考

えてございます。 

私のほうからの説明は以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○小林座長 

ありがとうございました。 

それでは、ご質問、ご意見をお願いします。森委員、どうぞ。 

○森委員 

よくありますのは、まずこの報告書の中のディーゼル自動車に対する規制です。例え

ば始まったときは多分ユーロ５でしたと思いますが、今はもうユーロ６になっているの
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ですが、それをクリアすることは目標になっているのか。ちょっとよくわからなかった

のがまず第１点です。 

第２点は、最初はやや小型の乗用車向きのエンジンにターゲットを絞っておられたよ

うなのですけれども、確かに始まったときは、ヨーロッパはディーゼル乗用車がかなり

多かったのです。けれども、ちょっと状況が変わってきてしまったところがあって、こ

の報告書をみると大型車に今から広げるという流れになっているのです。ただ、実際に

はディーゼルエンジンが最後まで残るのは、恐らく中型から大型用ではディーゼル以外

は多分選択肢はないですから、むしろ最初からそっちを目指したほうがよかったのかな

という気がしないではないです。これはターゲットのつけ方の問題かと思います。 

第３、一番気になったのは、もしも温暖化対策を考えるならばバイオディーゼルのよ

うな燃料の多様性に、これがどこまで対応できるかという視点が不可欠かと思います。

特にＰＭに対しては燃料のほうも本当に高深度で除去しておかないとだめだとあるの

です。けれども、この研究開発の視点の中には燃料の多様性に対する、それも評価でき

るという視点になっていたかどうかです。 

以上のように中・大型車が最初からどこまで入っていたかという点と、それからユー

ロ６以降に対応することを考えておられるかどうか。それから燃料の多様性をどのよう

に視野に入れておられたか。この３点、伺いたいと思います。 

○説明者（自動車課課長補佐（環境・技術）） 

２つ目の点からでございますけれども、ユーロ６といったところを、この事業自体と

して対応するかというところでいうと、直接の対応ではございませんけれども、今回Ａ

ＩＣＥに参加しているメンバーは自動車メーカーからの出向という形で対応している

メンバーもございますので、当然各社は持って帰って、それを規制のほうに対応できる

技術に応用していくという前提で今回の研究開発を行っているところでございます。協

調領域での研究でございますのですぐさま市販の車に対応できるようなものかという

と、そこはなるべく早くというところにとどめることでございます。そういったところ

でございます。 

さらにはバイオディーゼルのところでございますけれども、本事業ではバイオディー

ゼルについては対象にはなってございません。他方、実は燃料業界と自動車業界の対話

というものは別途行っておりまして、やはりバイオディーゼル等をしっかりと入れてい

くことがＣＯ２の削減や、燃費の向上というところにも寄与してくることは間違いない

と考えてございますので、それは我々政策当局、さらにはＡＩＣＥという技組の中にお

いて、別での検討とあわせて統一していくことが今後必要であるというのは考えてござ
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います。――補足ありますでしょうか。 

○質疑応答者（一般財団法人日本自動車研究所研究主幹） 

ディーゼル規制のほうでございますけれども、ユーロ６という中でいきますとＲＤＥ

ということで、実走行の排ガスというものも今後入ってきますので、そういったところ

も踏まえて、いろいろな評価条件とかをシミュレーションできるような、研究を進めま

した。 

あと大型のほうでございますけれども、組合員の中にはいすゞ自動車さんも入ってお

りますので、基本的に小型でやったものをそのまま大型に適用できるとの考え方で実験

を含めて小型で行いました。また、大学でやるという意味でいきますと大型のエンジン

実験していくのは非常に大変ですので、まずは小型で進めたということになります。 

○小林座長 

ほかはいかがですか。齊藤委員。 

○齊藤委員 

２つ。１つ目、28ページ等で産産学学が非常にうまくいったというのでされていて、

非常に興味深いのです。自動車業界の皆さんが入ったこともすごい期待できるところな

のですが、この産産学学連携が非常にうまくいったと評価されている理由というか、ど

こをもってうまくいったと評価されているのかというのと、どうしてそこがうまくいっ

たのかというところをすごく突き詰めていただけると、ほかのいろいろな技術組合にも

生かせるのかなと思います。新しい取り組みで、しかもうまくいったのであれば、ぜひ

そこの部分をきっちりと分析といいますか、広めていただければというのが１点です。 

もう１つは、今からいうのはとても心苦しいところがあるのですけれども、いわゆる

ディーゼル車に向かう流れが今がらっと変わってしまったというのがあって、もちろん

これを開発するとき、最初のところは予測不可能であって、それを見越せというのは絶

対無理な話だと思うのですけれども、がらっと昨年来変わって今後もどうなるかわから

ない。連鎖反応みたいなのが起こっていますので、そういうものが起こったときに、こ

の計画をただ柔軟にという話ではなくて、やはり誰かがきっちりと決断をする、判断を

するという仕組みがないとつらいのかなと。企業経営と同じだと思うのですけれども、

そこの部分の仕組みが非常にちょっと気になるというか、心配と思っています。さっき

も何かの目標値が20年やって、30年さらにというところがありましたが、もしかしたら

そこを突き詰めるのではなく、低コストにしてもうける分はもうけてしまおうという話

になるのかもしれないですし、そのあたり、判断の仕組みみたいなところを教えていた

だければと思いました。 
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○説明者（自動車課課長補佐（環境・技術）） 

まず１つ目の産学連携のところでございますけれども、まさにおっしゃるとおりでご

ざいまして、我々からみた評価の点としましては、大学と一緒に出した研究成果を企業

がかなりしっかり持って帰って、それを製品化につなげているという声が非常に多うご

ざいました。そういった観点で、しっかりと研究が実に生きているところがあると考え

てございます。さらには、なぜこういった産学連携がうまく進んだかというところでご

ざいますけれども、日ごろから大学のほうにしっかりもともと企業のニーズがこれです

というのを、１社だけでなくいろいろな自動車メーカーが一緒に入った上で、産業界全

体としての課題はこれですというのをわかりやすく大学にしっかりと示して、かつ情報

もしっかりと大学に出していく。そういったところが今回こういった成果につながり、

かつ学生が、やはり実に生きる研究というのは非常に生き生きと取り組みますので、そ

ういった意味でもっと博士課程に進んでやっていこうとか、自動車会社に就職しようと

いったところにつながってきていると考えてございます。 

まさにディーゼル車のところにはおっしゃるとおりでございまして、こちらの研究を

途中で変えるかというところについては中でも少し議論等もありましたけれども、最終

的なところで今回いいますとハイブリッド車等も含めて、引き続きエンジンのところに

ついても研究開発を進めていくところが、世界的なＣＯ２低減に資するところでこのま

ま進めていったところも１つありますが、そこのところを、例えばご指摘いただいたよ

うなコストをもっと早く回収できるようなところに注力するとか、シミュレーションの

ところをディーゼル車だけでなく、ほかの車の開発のところに生かす、そうなるとＥＶ

の開発にも生かせることになりますので、そういったところの変更も検討するというの

は、もしかしたらあったのかもしれないと考えてございます。そちらはご指摘のとおり

だと思います。 

○竹上大臣官房参事官 

ＳＩＰのことをちょっと補足したほうがいいと思うので申し上げます。なぜうまくい

ったかというのは今いろいろ検証されていて、やはり協調と競争をきちっと分けて、競

争は各企業で持ち帰ってやるので国プロではカバーしない。協調の部分だけを学にやっ

てもらいながら、それを今話があったように持ち帰るという仕組みにして、お金は、だ

から国費は協調のところ、大学にしか行かないという形です。産業界に渡していくと、

その成果を国プロとして外に発信していかないといけないという制約があるのでどう

しても競合会社が一緒に研究開発できないのだけれども、もうそのようにいっていられ

ない状況の中で、どうやったら競争している企業同士が一緒に独禁法も含めて、そうい
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うものを回避しながらできるか。そういう意味からすると、大学で培ってほしい技術を

きちんと特定した上で、そこにのみちゃんと国がお金を流して、成果は企業に持って帰

って、それぞれいろいろな形でやるものについてはやっていく。ただ、そこから出たも

のについて本体の協調部分にフィードバックできるものは返していくという形にする

ことで、皆が使える部分をきちんと切り分けることができているというのが、自動車に

代表されるような競合が多い分野においてつくる研究開発スタイルの一成功例かなと

思っています。 

○齊藤委員 

非常によくわかりました。そうすると産学というのは共同研究というよりは研究自身

は学にお任せしていろいろ聞いたり、データを与えたり、フィードバックする。ニーズ

を与えたりというのが出向者の方々、ＡＩＣＥの役割というように仕切られているとい

う理解でよろしいですか。産学って共同研究というイメージがあるのですけれども。 

○竹上大臣官房参事官 

この自動車のＡＩＣＥのほうの話は研究組合なので、研究自身は一緒にやっている部

分はあるのですけれども、ちょっと補足いただければ。 

○質疑応答者（一般財団法人日本自動車研究所研究主幹） 

25ページの体制のほうで少しご説明させていただきますが、こちらは組合員でありま

す企業の技術者と大学のほうで一緒に研究を進めております。実際に試験を行いますの

は大学の現場でございますけれども、その結果とか進め方といったものを企業の技術者

と、これは１人ではなくて組合員みんな各社の技術者が集まって月１回以上会合をもち

まして、そこで学生も含めてどう進めるか、この結果をどう解釈するかというのを議論

して進めてきたところで、学生にとっては企業の開発のやり方とか、研究の進め方とい

うのも直接学べたのではないかと考えております。 

○齊藤委員 

ありがとうございました。自分も大学の研究室にいるときに企業の方とつき合いもあ

りましたけれども、こんな感じではなかったので非常にいいなと思います。 

○小林座長 

ほかはいかがでしょうか。では、西尾委員、どうぞ。 

○西尾委員 

28枚目のスライドでＡＩＣＥのメンバー以外の会社が参加している。これは実際どう

いう形でＡＩＣＥ以外の参加企業を集められているのか。関心があるのは、競合企業と

いうのは入れないのでしょうかというか、競合企業がいるとなかなか話しにくい。技組
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以外のメンバーは話しにくいという状況があると思うのですけれども、そういうところ

に何か配慮しているところがあるのかどうか。もしそういうことがあれば教えていただ

ければと。 

○説明者（自動車課課長補佐（環境・技術）） 

競合企業のところはまさにおっしゃるとおりで、今回事業としてこういったものが成

功したのは非常に驚くべきことなのですけれども、このことに限らず今回ＡＩＣＥがや

っている事業では、各社の意見をいろいろ聞いていると、例えば同じような悩みを抱え

ているなということが行政の側からみるとわかる。ただ、各企業がそういった話をして

いないので、そういったところについて横で連携ができるのだということすら、そもそ

もわかっていないようなところがあると認識しておりまして、そういった意味でこうい

った技術組合のようなところが旗を振って、お互いの信頼関係のもとで得た情報で声が

けを中心になって進めていくというのが、今回こういった人たちが集まった結果になっ

てくると考えてございます。具体的には、もう少し補足いただければいいかもしれませ

ん。 

○質疑応答者（一般財団法人日本自動車研究所研究主幹） 

こちらのほうは、協調領域ということで基礎応用研究です。物理化学現象の原理・原

則を解明するといったところは、独占禁止法上も競合他社でやっても問題にならない。

みんなどこでやっても同じ結果が得られるといったところの不明な部分が、エンジン燃

焼、後処理のほうでも非常に多くありましたので、そこを研究の根本の題材にしている。

それをモデル化ということで物理化学式としてきちっとあらわすと。これは、みんな持

ち帰って開発の底上げになるような研究成果であるということで、そこの部分に関して

は同業の技術者も、やはり技術者として原理を追求する中でいろいろディスカッション

ができて、この領域だったらみんなで話してもいいのだというのも、こちらのＡＩＣＥ

のほうは公正取引委員会からもこの取り組みは問題ないということをいただいており

ますので、そういったバックボーンも踏まえて技術者のディスカッションが活発になっ

たかと考えております。 

○小林座長 

ありがとうございます。ほかはいかがでしょうか。浜田委員。 

○浜田委員 

既に外部評価委員の方からのご意見などでも出ているのですけれども、開発スピード

が向上したということだと、何がよくなったのか他の方々には受け取りにくいところも

あります。それから大学などをみていましても燃焼機関関連で、なかなかいい学生を集
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めるのも難しい点があるのではないかなという気がしてきています。そういった中でも

う少し表現として、環境を変えるとか、ポジティブな表現をうまく取り込んで、外に向

けてもいいアピールになるようにしていただきたいなというのが要望なのですけれど

も。 

○説明者（自動車課課長補佐（環境・技術）） 

ありがとうございます。まさに今回の開発スピードとか効率化、生産性向上みたいな

ところというのは言葉としてはあるのですけれども、具体的に、では何がどうなったの

というのは非常にわかりにくいところがありますので、今回研究成果を対外的にアピー

ルする際には留意して考えていきたいと思っております。 

○小林座長 

ほかは。津川委員、どうぞ。 

○津川委員 

大学ですのでちょっと人材育成のところをお伺いしたいのですけれども、共同研究の

中に学生が関与していろいろ進めてきているということなのですけれども、関連の企業

にそのまま就職した学生はどのくらいいるのでしょう。 

○説明者（自動車課課長補佐（環境・技術）） 

かかわった人のうちの７、８割でございます。 

○津川委員 

そういう意味でも人材育成につながっているということなのですね。 

○説明補助者（自動車課課長補佐（環境・技術）） 

即戦力として就職していくと認識しております。 

○津川委員 

ドクターに進学する人数が増えたということで、研究のテーマがおもしろくなったと

いうような理由ももちろんそうなのですけれども、ドクターに進学するためのモチベー

ションの最大というか、分野によると思うのですけれども就職先があるか、ないかとい

うところはすごく大きいので、そういう意味ではドクターに進学した学生がドクターを

取った後に企業さんで就職できるように、ちゃんとドクターを採用する道を広げていた

だければと、どなたにいっていいのかわからないですけれども思います。就職してから

海外の企業とのやりとりということがかなりあると思うのですけれども、現場に立った

ときに、こちら側にドクターをもっていない人が出てくると一人前に扱われないので、

必ずドクターの人材は必要になります。ですから企業から大学に派遣して、それでドク

ターを取らすというのももちろんいいですけれども、下から上がってきた大学の学生が
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ドクターを取ったときに、ぜひ企業さんでも採っていただきたいということを人材育成

のところでお願いしたいと思います。 

それで１つお伺いしたいのは、学会発表の件数などはあったのですけれども、論文と

してはどのくらい出ているのでしょうか。タイトルには発表と論文と書いてあったので

すけれども、実際は論文ではなくてタイトルの数字が出ていない。発表の件数が……。 

○説明者（自動車課課長補佐（環境・技術）） 

具体的な細かい数字は手元に持っておりませんが、半分ぐらいは論文として出された

というように伺いました。 

○津川委員 

わかりました。論文がないとドクターを取れないので、ありがとうございます。 

○説明者（自動車課課長補佐（環境・技術）） 

最初のご指摘の、やはり博士課程に行って就職先というのは、学生からすると博士課

程に進むと就職できなくなるというのは非常におっしゃるとおりで、博士課程に進んだ

のは本当に企業のニーズを、企業が求めているものの研究をやっているからこそおもし

ろいというところと、かつ企業に求められている分野だというところで、その先に企業

とのやりとりにつながっているところの安心感から、そういったところでの進学も進ん

だというように伺っておりますので、こういったところを引き続きほかの事業とかでも

生かしていけるようにと考えてございます。 

○小林座長 

もう時間が押していますので、ここでまとめに入りたいと思います。これは終了時評

価ですので今後どのように生かしていただくか。ほかの政策への反映が課題だと思いま

す。 

１つは、これは産産学学で非常に有効な連携ができた成功例だということですので、

この業界にとどまらず大学、あるいは関係業界にぜひアピールしていただいて、こうい

うことをやるといいと言うことと、それから成果のアピール方法のような話もありまし

たので、ぜひそれを今後さらに次のステップというのもあり得るかもしれませんので是

非お願いしたいと思います。 

２つ目は、これは齊藤委員からの指摘で、私もそう思うのですが、この施策は今後国

がやるべきなのか、業界がやるべきなのか。その戦略をどう書けるか。これはもうぜひ

取り組んでいただければと思います。 

大体そういうところでよろしいですか。――では、どうもありがとうございました。 

それでは、議題２の（２）の審議に入ります。タイトルは二酸化炭素回収技術実用化
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研究事業。これは中間評価ということでお願いいたします。 

 

議題２．（２）二酸化炭素回収技術実用化研究事業【中間評価】 

 

○竹上大臣官房参事官 

では、説明者は持ち時間20分でお願いします。15分たったらベルが鳴りますので、お

願いします。 

○説明者（地球環境連携室課長補佐（ＣＣＳ）） 

それでは、ご説明させていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。本来であ

りましたら当方の室長が来るところですが、所用によりまして私、立松のほうからご説

明させていただきます。 

（固体吸収材・分離膜の回覧） 

それにつきましては、今回の研究で作製しております固体吸収材と膜の実物でござい

ますので、申しわけありませんが適宜回覧していただければと思っております。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

それでは、ご説明させていただきます。まず資料の３ページ目をご覧ください。ＣＣ

Ｓの概要でございますが、ＣＣＳは発電所等からＣＯ２を回収し、地下へ圧入・貯留す

る技術で、温暖化対策の選択肢の１つとして期待されております。ＣＣＳ技術の実用化

に当たりましては、分離回収、輸送、圧入、モニタリングの一貫した操業技術の確立、

貯留地点の特定、コストの十分な低減が不可欠であることから大規模なＣＣＳ実証事業、

ＣＯ２貯留適地の調査事業、分離回収のコスト低減及びＣＯ２貯留の安全性確保を目指

した研究開発事業等を当室では実施しております。ＣＣＳコストのうち６割以上をＣＯ

２分離回収コストが占めるという試算が出ておりまして、ＣＣＳ技術の展開に向けまし

ては分離回収コストの低減が重要であるといえます。 

本プロジェクトでは分離回収コストの低減を目的としまして、大気圧の燃焼排ガスに

含まれるＣＯ２の回収に有効な技術であります化学吸収法、固体吸収材を用いた研究開

発。また石炭ガス化複合発電、ＩＧＣＣ等で発生する高圧ガスに含まれるＣＯ２の回収

に有利な技術である膜分離法に係る研究開発の２つを実施しております。実施期間は平

成27年度から平成31年度の５年間でございます。予算総額は、この表に記載させていた

だいている額としております。 

４ページ目でございます。ＣＣＳは発電所などのＣＯ２排出源からＣＯ２を回収し、

地層に圧入するということを示している図でございます。さらに右側の図面でございま
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すけれども、ＣＣＳの方法ですが陸上から海底に圧入する方法、また海底坑口から圧入

する趣旨の方法があるということを示しているものでございます。 

次に５ページ目でございます。このページでございますが、ＩＥＡの報告では2060年

までの累積のＣＯ２削減量の14％をＣＣＳが担うということが期待されているもので

ございます。 

６ページ目でございます。ＣＣＳですけれども、閣議決定文書等にも位置づけられて

いる重要な技術という扱いとなっているものでございます。 

７ページ目でございますが、当室では実証試験、研究開発事業、適地調査を行ってお

ります。今回ご説明するのは、真ん中のところの研究開発事業のうちＣＯ２分離回収技

術となります。 

続きまして８ページ目でございます。ここから具体的なプロジェクトのご説明となり

ます。１つ目は固体吸収材で、もう１つが膜でございますので、まずは固体吸収材のほ

うからご説明させていただきます。 

10ページ目でございます。こちらでは二酸化炭素固体吸収材に関する実用化研究を行

い、石炭火力発電所等に適用可能な低エネルギー・低コストの革新的なＣＯ２の分離回

収等の開発を行うというものでございます。 

11ページ目の左側でございますが、通常は液体アミンを使用してＣＯ２を吸収させて、

ＣＯ２を回収する際に熱を加える必要がございます。この熱を加えるところでエネルギ

ー、つまりはコストがかかるということでございます。固体吸収材につきましてはアミ

ンを多孔質支持体に担持させるものでありまして、固体と液体の違いによりましてエネ

ルギーコストが大幅に削減されるところを意図しております。右側に、さらにそのメリ

ットを細かく記載させていただいております。 

続きまして12ページ目でございますが、固体吸収材は真ん中の写真にあります白く写

しているものでございまして、今実物を回覧させていただいているところでございます。 

13ページ目ですが、固体吸収材は移動層システムと固定層システム、両方等が考えら

れますけれども、今回は移動層システムという形で考えているというものでございます。 

続きまして14ページ目の事業のアウトカムですけれども、中間評価時につきましては

ベンチスケール試験においてＣＯ２分離回収コストをt-ＣＯ２当たり2,000円台を達成

し得る固体吸収材システムというのを確立し、パイロットスケール等で実証可能な技術

を完成させるということでございます。現時点においては4,000円台というところが実

質的に液体アミンを用いますとなるわけですが、これを2,000円台にすることを中間評

価時では目標にしておりまして、結果としまして達成の見込みでございます。事業終了
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時におきましては、パイロットスケール試験等におきましてＣＯ２分離回収コストの

2,000円台を達成し得る固体吸収材システムを確立するということを想定しております。 

15ページ目でございます。次に事業のアウトプットでございますが、中間評価時のポ

イントとしましてはベンチスケールの試験を実施、評価し、ＣＯ２分離回収エネルギー

を1.5ＧＪ／t-ＣＯ２を達成するということでありまして、これも達成の見込みでござ

います。最終的にこちらは1.0ＧＪ／t-ＣＯ２を達成することを目標にしております。 

16ページ目でございますが、全体で５年計画の事業でございます。今後はパイロット

スケール等の試験を実施することを予定しております。 

続きまして、17ページ目から24ページ目につきましては省略させていただきます。 

25ページ目でございますが、国が実施することの必要性についてでございます。地球

温暖化対策――これは外部不経済でございますが、それに特化した技術によりましてＣ

ＣＳは市場原理だけではなかなか導入を図ることはできません。制度的に今仕組みが必

要でございますので、また仕組みがなければ民間で取り組むことはできないということ

で、さらに申し上げますと現状ではＣＣＳは高コストであるという状況でございます。

このため、ＣＣＳ導入のインセンティブがない中でなかなか民間企業さんだけで実施し

ていくことは困難ということでございますので、国が主導して実施していく必要がある

と考えているものでございます。 

続きまして26ページ目は省略させていただきまして、27ページでございますが、今後

の事業アウトカム達成に至るまでのロードマップですが、現在は真ん中の実用化研究フ

ェーズでございまして、その後、制度・仕組みの導入を経まして、2030年ごろには石炭

火力プラントにおいて実際に組み込まれていくことを計画しております。 

28ページ目でございますが、これは実ガス試験を行うことについてプレスリリースを

したものでございます。 

29ページ目でございますけれども、研究開発の実施体制でございますが、経済産業省

から公益財団法人地球環境産業技術研究機構（ＲＩＴＥ）に委託しまして、さらに川崎

重工株式会社に実用プロセス開発等の再委託をしております。またアミン合成等につき

ましては民間企業等に外注しています。さらに別途有識者委員会によりまして評価・助

言等をいただきながら事業を実施しているところでございます。 

30ページでございますが、次に技術的成果の管理方法でございます。知的財産の特許

権等につきましては原則として発明者の研究者主義としまして、さらに発明者の所属企

業・機関の職務発明規定に準拠して機関に帰属するということをしております。 

31ページ目でございます。費用対効果につきましては、仮に52億トンのＣＯ２貯留に
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適用した場合に数兆円規模の利益が得られると試算されまして、十分な費用対効果を有

するのではないかと考えております。 

32ページ目でございますが、これは外部有識者の評価でございます。このワーキング

に先立ちまして評価検討会を開催させていただいております。座長は首都大学東京の川

上先生にお願いしております。委員は、この表に書かれている方々にお願いいたしまし

た。 

33ページ目の総合評価でございますが、外部不経済のＣＣＳ事業においては国が道筋

をつけて事業をランディングさせる必要があるため、本事業の意義は高い。また、着実

な研究開発が進められている等のご意見をいただいているところでございます。 

34ページ目、評点結果でございますが、総合の評価としましては2.6をいただいている

ところでございます。 

35ページ目、検討会で特にいただいた意見ですが、このようなコメントをいただいて

いるということでございます。再生可能エネルギーの発電コストが急速に低下している

中、存在意義を高めるためには、さらにコスト低減が求められるといったものとかが具

体的にいただいているものでございます。 

36ページも同様にいただいたコメントでございます。 

以上までが固体吸収材のご説明でございます。次から膜モジュールについてのご説明

となります。 

38ページは目次なので飛ばせていただいて、39ページ目でございますが、先ほどの固

体吸収材と同じく分離に係るコスト低減を目的としております。排出源が異なりまして、

先ほどの固体吸収材は通常の火力発電所ですが、こちらはＩＧＣＣと呼ばれる石炭ガス

化複合発電に対応するシステムとなっております。ＩＧＣＣは一度石炭ガスにかえた後、

燃焼等を行うものです。ＣＯ２を分離する際に圧力が高いという特性がございます。こ

のため、膜を使用することによりましてＣＯ２を分離することが有効になります。 

40ページ目でございますが、事業のイメージです。まずこちらの目標としてトン当た

り1,500円の削減を目指しております。これは膜で分離するための熱エネルギーがない

ということが大きく働くもので、高い目標を置いているものでございます。ＩＧＣＣの

システムを右側に書いておりますが、石炭に酸素または空気を含みまして水性ガスシフ

ト反応炉にて一酸化炭素と水から水素と二酸化炭素にします。これにてＣＯ２とＨ２を

分けて、この膜を使用するというものでございます。 

41ページでございますが、分離膜は分子として大きいＣＯ２を通過させ、それより小

さいＨ２を通過させないということでございます。通常ですと逆に小さいもののほうが
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通りやすい形になりますけれども、小さいものを通過せずに大きいＣＯ２のほうを通過

させるという画期的な技術でございます。 

42ページでございます。これは単膜、膜エレメント、膜モジュールの写真を張らせて

いただいたものでございます。 

続きまして43ページは省略させていただいて、44ページの事業アウトカムですが、中

間評価時には模擬ガス試験においてＣＯ２分離回収コストで2,100円／t-ＣＯ２以下を

達成し得る膜分離システムを実現化する膜エレメントの単膜を開発するとしておりま

して、結果としては達成をしております。事業終了時には1,500円／t-ＣＯ２以下を達成

し得る膜分離システムを実現する膜エレメントを開発するとしております。 

45ページでございますが、事業のアウトプットとしましては、中間評価時については、

４つ目に書いております模擬ガス試験においてＣＯ２分離回収エネルギーで0.9ＧＪ／

t-ＣＯ２以下を達成し得る膜分離システムを実現し、膜エレメントの単膜を開発すると

しておりまして、こちらも達成しております。事業終了時においては、実ガス試験にお

いてＣＯ２分離回収エネルギー0.5ＧＪ／t-ＣＯ２以下を達成し得る膜分離システムを

実現する膜エレメントを開発するとしております。 

次の46ページ目でございますが、論文や特許について表に記載しております。 

47ページ目でございますが、全体のスケジュールは５年としているものでございます。 

48から54ページは飛ばせていただきまして、55ページの国が実施することの必要性で

ございますが、これは固体吸収材と同じご説明になりますので割愛させていただきます。 

56ページ目は省略させていただきます。 

57ページのロードマップでございますが、現時点では実用化研究フェーズにいるとこ

ろでございますが、今後はＩＧＣＣ関係企業との連携で開発を進めていくことを予定し

ているものでございます。 

58ページ目の研究開発の実施体制でございますが、現在は右側の体制で実施している

というものでございます。 

59ページ目の研究開発の実施・マネジメント体制ですが、知的財産については、こち

らも原則として発明者主義としております。発明者の所属企業・機関の機関帰属という

ことも考えているところでございます。 

60ページでございますが、目標は分離回収コスト、現行では4,200円／t-ＣＯ２かかる

ところを1,500円／t-ＣＯ２とするということでございます。また(2)としまして市場へ

の導入目標・実現時期でございますが、制度的な仕組みの導入等を経ましてＣＣＳが導

入されてきまして、その中で本技術も適用されていくことになると考えております。(3)
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費用対効果ですが50万kWのＩＧＣＣから回収する場合、64億円／年のコストが削減され

るというように試算しております。 

61ページ目の評価検討会ですが、固体吸収材と同じですので省略させていただきます。 

62ページの総合評価でございますが、外部不経済のＣＣＳ事業については、事業の道

筋がつくまでは国が支援すべきと考える等の評価をいただいているところでございま

す。 

63ページの評点結果ですが、総合評価については2.6といただいております。 

64ページでございますが、検討会でいただいた提言と対処方針を表の中に記載させて

いただいております。 

済みません、駆け足でございましたが、以上をもちましてご説明は終了させていただ

きます。 

○小林座長 

どうもありがとうございました。 

それでは、ただいまのご説明に対してご質問、あるいはご意見をお願いいたします。

では、森委員、どうぞ。 

○森委員 

これは以前からやっておられますけれども、まず最初の質問は膜分離する場合に、石

炭火力からの排出ガスの中にＣＯ２以外の不純物があった場合に、膜分離は腐食その他

で寿命がかなり短くなるというような指摘を前から伺っております。今回その点はクリ

アする方向にいっているのかというのが第１点です。天然ガスタービン系ですとそれほ

ど起きないですけれども、ＣＣＳですとどうしてもＩＧＣＣのほうに向かいますから、

その辺がちょっと気になるところではあります。 

それから固体吸収のほうとの比較で、さっきスライドには、たしか膜分離が1.5ＧＪ／

t-ＣＯ２に対して固体吸収は0.9ＧＪ／t-ＣＯ２という数字が出たかと思ったのですが、

これは単純にみますと膜分離をやると損にみえるし、二次エネルギーベースでみると、

こういう３分の１ぐらいの電力をもっていかれてしまうという勘定になっているので

はないかと思うのですけれども、膜分離は今のところベストだというようにお考えなの

でしょうか。 

○説明者（地球環境連携室課長補佐（ＣＣＳ）） 

まず１つ目のご質問についてでございますが、不純物があって膜が影響するというの

はかなり大きなところかなと考えておりますので、それについても今後の研究課題の１

つと考えております。今後検討していくということでよろしいでしょうか。 



 

- 35 - 

 

○質疑応答者（公益財団法人地球環境産業技術研究機構化学研究グループサブリーダー） 

はい。 

○説明者（地球環境連携室課長補佐（ＣＣＳ）） 

２つ目のご質問でございます。基本的には膜のほうがエネルギーはかからないと書い

ておりますので、最終的なコスト計算につきましても膜のほうでございますが、こちら

のほうがトン当たり1,500円で、固体吸収材のほうが2,000円ということとさせていただ

いているものでございます。 

○森委員 

再生可能エネルギーが安くなってくるといってもさまざまな、ＩＰＣＣならモデル計

算上はＣＣＳなしでは成り立たない世界になっているので、これはもっと普及というの

を視野に入れていかないとパリ協定自体が破綻しかねないなという印象をもっており

ますので、さらにコストダウンと信頼性の強化というところを進めていただければと思

います。 

○小林座長 

亀井委員、どうぞ。 

○亀井委員 

今先生からもあったのですけれども、国の戦略としても非常に重要なテーマであって、

しっかりやっていただきたいなと。そういう意味では中間まで来ているのかなというよ

うに、まず評価いたします。 

それでその次といったらいいですが、最終的な実証とか商業化までを見込むと、こう

いう吸着材とかメンブレンとかマテリアルが関与しているものの実用化の一番大きな

デスバレーというのは、実はスケールアップのところでも死屍累々だというようにいわ

れているわけです。今回ベンチ試験からパイロットプラントでも１桁上げなければなら

ない。さらに実用化段階では２桁上げなければならないということで、かなり開発が困

難だと思われるのですけれども、その辺の戦略をどうみているかということと、あと評

価検討会の中ではパイロットプラント、実用化研究フェーズの中でのスケールアップに

関するコメントがあったのですけれども、最終的に商業化のフェーズまでいくというこ

とはどうしても必要な技術だと思われますので、そうすると今からみると３桁上げなけ

ればならない。その辺のきっちりした戦略をもって進めていただきたいなと。ちょっと

まずお伺いしたいのは、さしあたって吸着材にしろメンブレンにしろ、１桁上げるとい

うところに対してどういう方法をとろうとしているのかということをお聞かせ願いま

す。 
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○説明者（地球環境連携室課長補佐（ＣＣＳ）） 

そこは検討会でもご指摘いただいたところでございます。とはいうものの、実規模で

すとさらにスケールアップしないといけない。２つの要求を満たさないといけないとこ

ろもございまして、今そのような形で置かせていただいているところでございます。そ

このところについて、本当に今慎重に議論しながらスケールアップの量というのを検討

しており、どういう形が適切な方法なのかを検討しないといけないと考えているところ

でございます。――補足していただけることがありましたらお願いできますか。 

○質疑応答者（公益財団法人地球環境産業技術研究機構化学研究グループサブリーダー） 

まず固体吸収材の事業では、それは実際我々も今量産化に向けて検討を進めておりま

して、いわゆる材料の適切な供給先を確りと見極めて進めていく。当然スケールアップ

するときには設備投資も必要になってきますので、コスト対効果というのを確りと見極

めて適切な外注先を探して進めていくということで、現在その戦略で進めています。 

また膜の事業では、実際今組合の中で、民間企業に入っていただきまして、量産化と

いう検討を進めております。今までは、いわゆる枚葉という形、手で一枚づつ製作する

形でやっていましたけれども、そうではなくて、例えば連続製膜等で、量産化に関して

はきちんと戦略をもって、民間企業と一緒になって進めているという段階でございます。 

○小林座長 

どうぞ、齊藤委員。 

○齊藤委員 

１つは、前の評価検討会でもいわれているのかもしれません。本事業は、今の個別の

技術でさらに大型化するという話の課題ですので、プロジェクト外になりますけれども、

実際に使うときの、いわゆる適地調査、社会受容性についてかなりネックがあるのでは

ないかなと聞いたりしています。苫小牧を始め地域によって差があると考えられること

と、ＣＯ２が排出される場所との距離も考えなくてはならないこと、そこについてのケ

アの話が１点。 

あともう１つ、お金の波及効果のところで、例えば31ページ、60ページです。経済効

果のところで今の金額から安くなりますというのをコストダウン効果で、掛けることの

トン数で算出されていらっしゃるのですけれども、今かかっている4,000円というお金

は実際払われていないのでコストダウンではなくて、もしＣＣＳがなかったら払ってい

たかもしれない排出量取引であったり、緑化であったり、そういった費用との差額で、

その差額分が少しよかったかなという話になると思うので、ちょっとここは過大評価さ

れているという気がしたので、教えていただければと思いました。 
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○説明者（地球環境連携室課長補佐（ＣＣＳ）） 

ありがとうございます。まず１つ目の適地のほうでございますけれども、苫小牧で実

施しているところで必ずしも皆さん賛成しているわけではないということでございま

すが、我々の認識としては、かなり苫小牧の皆様にはうまくご認識いただいていると思

いまして、特に反対運動が現行で起きているようなことはなく、まずは良好な関係を築

かせていただいているのではないかと認識しております。 

今後の適地の開発でございますけれども、我々のほうも環境省と共同で適地の調査を

委託事業でやっておりまして、文献調査で1,462億トンと示されているものをより精査

しまして、現在調査をしているところでございます。現状としましては物理探査等で有

望な地域を絞り込んでいるところで、今後は掘削して確かめてみることが必要ではない

かなと考えております。そこのところにつきましても、確かにＰＡという観点で探査自

体をお認めしていただきやすいところと、そうではないところはございますので、これ

までの苫小牧の実績と、またこれまでの適地で培いました、どのようにすればＰＡとい

う形で皆さんのご理解をいただけるかというところを含めまして、成果として残してい

けないかと考えているところでございます。 

もう１つ目のご質問の件でございますが、確かに現行でＣＣＳというものがないとこ

ろで、どこでどう比較すればいいのかというところで計算させていただいたものでござ

いますので、ここの書き方自体はさらに検討する必要があるかもしれませんということ

で、コメントさせていただければと思います。 

○小林座長 

ほかは。どうぞ、浜田委員。 

○浜田委員 

今のことにかかわるのですけれども、ＡとＢと確かに当初の目的からすると非常に近

くて外部不経済でというのはそうなのですけれども、これから先を考えますと対象がか

なり違うような気がします。Ａに関しては、やはり火力発電所とか限られた事業者が対

象になってきますので、この4,000円との比較ということではなくて事業者が受け入れ

るのに何が必要かというところをもう少し詰めて、目標の再設定をしていただいたほう

がいいのではないかなという気がします。逆にＢのほうというのは外部不経済ではある

のですけれども、環境のフィルタリングという意味ではいろいろなところで考えていな

いわけでもないですね。なのでもう少し波及効果をもたらすような設計にしていって、

閉じた空間での空気浄化ですとか、物は変わってくるかもしれないですけれども、何ら

かの有害なものの除去ということも出てきますよね。そういった観点からフィルターの
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技術は今非常に重要で、日本としても競争力はあると思っているのですけれども、実際

いろいろお話を伺っているとまだまだわかっていないことが多くて、また量産化に向け

ても課題の多い技術だというように感じていますので、ぜひここは広く波及効果のある

ような支援にしていただきたいなと思います。 

○説明者（地球環境連携室課長補佐（ＣＣＳ）） 

コメント、ありがとうございます。我々としましてもターゲットとしてはＡのほうは

通常の火力発電所等でして、ＢのほうはＩＧＣＣということで、まずは目標をというこ

とで設定しておりますけれども、技術的に適用可能ということになりましたら、そのほ

かのところにも適用していきたいと考えておりまして、実際、一部ですが既に受託先で

検討をしていただいているところでございます。 

以上でございます。 

○小林座長 

森委員、どうぞ。 

○森委員 

この金額については確かに評価は難しいかもしれませんけれども、少なくともＩＰＣ

Ｃだとか、いろいろなモデル評価からみれば、今回のＣＯ２トンあたり大体22～23ドル

ぐらいですからかなり安い。はっきりいって相当安い金額レベルになっていると思いま

す。この技術は不可欠でもありますし、もう１つは、これこそ日本だけターゲットにす

る技術ではなくて、ここで広げていかないと、例えば日本の低炭素化のための技術を海

外にもっていこうとしても、これなしではもう全然できません。ですから、そういうも

のとセットにして１つ売り込むチャンスかもしれない。トランプ政権になって以来、石

炭火力の例の規制緩和は、それまでの規制が撤廃されそうな勢いではありますけれども、

流れからいけば必ずＣＣＳのようなものは必要になってくるし、石炭のタービン系みた

いなものがないと再生可能エネルギーの間欠性をふやしたときに吸収してくれません。

このターゲット、1,000円／t-ＣＯ２というのがもしも達成できれば、これは非常に大き

なインパクトをもって、これまでのＩＰＣＣの評価ががらっと変わるほどのものになっ

ていると思います。 

ちょっと私がさっき勘違いした0.9というのは、あれは膜分離の後のほうに出てくる

目標値ですね。固体では関係なかった。それから達成したのは0.53ですね。これですと

電力のロスは10％そこそこになるので、従来いわれていた３分の１ぐらいもっていかれ

るという話を大きく変えているので、これはかなりアピールできるものだと思います。 

○説明者（地球環境連携室課長補佐（ＣＣＳ）） 
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ありがとうございます。この成功の暁にはと申しますか、これを海外に売り込みなが

ら、さらに日本の技術も、また権益のほうもとっていければよいと考えているところで

ございます。 

○小林座長 

ほかはいかがでしょうか。津川委員、どうぞ。 

○津川委員 

ちょっと細かい質問なのですけれども、膜のほうの研究開発の体制のところで、最初

の１年でかなりメンバーががらっとかわっているのですけれども、これはもともと何か

そういうご予定だったのですか。それとも何かあったのか。それからメンバーがかわっ

たことによって、特に影響はなかったのでしょうか。 

○説明者（地球環境連携室課長補佐（ＣＣＳ）） 

当初必要であった皆様方のほうと協力させていただいたのですが、今ですとこのよう

な形にさせていただいて――答えてもらっていいですか。 

○質疑応答者（公益財団法人地球環境産業技術研究機構化学研究グループリーダー） 

本来ですと期が変わったところでかわるのが一番いいのですが、最初は膜の材料開発

をやっておりまして、当初入っていた民間企業は本事業の前の事業の構成員で、材料開

発を中心にやっていました。材料開発は一通り前のプロジェクトで終わっていますので、

当初の体制から抜ける企業がいずれ出てきます。それから膜のほうは先ほどありました

が連続製膜をするということで、手で１枚ずつＡ３サイズぐらいの膜を塗っているとい

うのではもう次のフェーズの研究はできないということで、量産化検討をやってくれる

ところを探すのが結構大変でした。幸い住友化学さんが連続性膜から、エレメント化ま

でやりましょうということを聞き入れてくださったので、それで１年おくれで入ったと

いうことです。 

体制としては、エンジニアリング会社がいないというのが若干今問題になっているの

ですが、いずれ次のパイロットのときにはＩＧＣＣとセットを想定しており、ＩＧＣＣ

に知見のあるエンジニアリング会社が入って協力してもらうという体制を今組もうと

していますので、そこは補充がきくと思っています。今は連続製膜とエレメント化に注

力していますので、エンジニアリング会社はまだ少し先でも良く、シミュレーションだ

けだったらＲＩＴＥで今できています。もうちょっと大がかりなプラントエンジニアリ

ングが必要になるのは今期の後半で、来年、再来年ぐらいからは少し協力してもらおう

と思っています。次のフェーズはＩＧＣＣを想定していますので、ＩＧＣＣに知見のあ

るエンジニアリング会社に協力してもらう必要があります。これが本事業の最初の1年
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でメンバーが替わった経緯です。ちょっとやむを得なかったところがありますので、ご

了解いただければと思います。 

○津川委員 

ありがとうございます。 

○小林座長 

ほかはいかがでしょう。西尾委員。 

○西尾委員 

総合評価でＡ、Ｂ、両方同じように書かれているのですけれども、実用化に向けてス

ピードアップが必要だと。技術課題の解決に向けてというとオープンイノベーション的

な手法を活用するなどというように書かれているのですが、それは今お話があったこと

以外に何かオープンイノベーション的な手法、これから何かどういうことを考える。考

えられていることがあれば教えていただければと思います。 

○説明補助者（地球環境連携室行政事務研修員（ＣＣＳ）） 

検討会のほうでそういった指摘はいただいておりまして、これからスケールアップ試

験をするに向けていろいろ問題が発生してくることも想定されるので、オープンイノベ

ーション的な形で外部の知見も入れながらやっていくべきだといったご意見もいただ

きまして、それについては具体的に何ができるかを検討しているところでございます。

我々としては、早期に技術を完成できるように進めていきたいと考えているところでご

ざいます。 

○小林座長 

よろしいでしょうか。 

○西尾委員 

はい。 

○小林座長 

ありがとうございました。 

時間も迫っておりますので、まとめに入りたいと思います。各委員からご質問やご意

見がありましたけれども、これ自体は極めて意義の高いプロジェクトだったであろうと

思います。なお幾つかご指摘があったように、１つは、例えばＡでいえばスケールアッ

プの課題、Ｂでいえば量産化の課題のように、乗り越えないと一番大きなコスト課題を

克服できないのではないかということですので、これは中間評価なので是非後半にそれ

に向けて戦略的な進行をお願いしたい。さらにこのプロジェクトだけで終わるわけでは

なくて、今後実証、さらに商用に向けて国としてもどのようにやっていくかという戦略
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が必要だろうと思います。それも含めて後半に行っていただければと思います。 

○竹上大臣官房参事官 

一番最後のコメントが大変心配で、オープンイノベーション的な手法を活用するとこ

ろが非常に曖昧なので、ここを具体的に計画をつくり検討するということをお願いした

いと思います。 

○小林座長 

よろしいでしょうか。――どうもありがとうございました。 

それでは、この課題の審議はこれで終了させていただきます。 

それでは、次の議題に入ります。議題３．その他として経済産業省技術評価指針に基

づく標準的評価項目・評価基準の改正について、事務局のほうからお願いいたします。 

○福井技術評価室課長補佐 

初めに、補足資料―４をごらんになっていただきたいと思います。改めて今回の改正

の経緯を簡単に申し上げますと、平成28年、おととしの12月になりますが、国の研究開

発評価に関する大綱的指針に挑戦的（チャレンジング）な研究開発の促進、時間軸に沿

ったロードマップの設定等が新たに盛り込まれましたことを受けまして、去年５月、経

済産業省技術評価指針の一部改正を行いました。今回省内の内部規定でございます経済

産業省技術評価指針に基づく標準的評価項目・評価基準につきましても、所要の見直し

を行いました。前回の評価ワーキング、昨年７月になりますが、委員の先生方からいた

だきましたご意見も踏まえまして今回の改正案に反映させていただきました。 

まず初めに、挑戦的（チャレンジング）な研究開発の評価につきまして、こちらは現

在の標準的評価項目・評価基準の評価項目１に当たりますアウトカムの妥当性のところ

と、評価項目２、アウトプットの妥当性の中に、ハイインパクトやハイリスクな研究開

発である場合の目標設定や、目標が未達成な場合、副次的な成果や研究開発過程で得ら

れた成果などが評価できますように、挑戦的（チャレンジング）な研究開発の特性を踏

まえた記述を加えました。 

また、同じ評価項目１と評価項目２のところに定量的な指標の設定が困難な場合には、

定性的な指標と定量的な指標を併用することについての記述を追記いたしました。 

３つ目ですが、時間軸に沿ったロードマップの設定につきましては、現在の評価項目

４、事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性のところに、時間軸に沿っ

てアウトカム・アウトプットの目標値の達成時期や、アウトカムの目標達成に至るまで

の取り組みなどを明確に記載いたしました。 

最後の４つ目の研究開発事業の推進者及び実施者の役割と責任の明確化と、社会経済
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情勢の変化に応じた目標の再設定や計画変更などの柔軟な対応につきましては、評価項

目５、実施・マネジメント体制等の妥当性のところに追記いたしました。 

それで資料５のほうをごらんになっていただきたいのですけれども、ざっとみると赤

字の部分が多くなっているのですが、今申し上げました改正点を研究開発プログラムや

研究開発課題（プロジェクト）、それぞれの事前評価、中間評価、終了時評価の各評価項

目のところを同様に修正しております。 

説明は以上でございます。 

○竹上大臣官房参事官 

若干補足しますと、今説明がありましたとおり個別の細かい中身はともかくとしまし

て、今回の大綱的指針の改正にあわせて標準的な評価項目と基準を、各省庁の判断でそ

れぞれやるようにというのが内閣府の指示でございますので、それに従って項目として

は漏れのないように修正を行うことをさせていただいております。お気づきの点があり

ましたら表現でも結構ですし、あとこういう視点も重要なのではないかというようなご

指摘とかありましたら、いただければ大変ありがたいです。 

○小林座長 

ありがとうございます。 

まず趣旨をご了解いただいて、これを実際に運用するときにどのようにしたらいいの

かというご意見、ご質問があればどうぞ。亀井委員、どうぞ。 

○亀井委員 

済みません、中座しましたが、挑戦的な課題に関して、こういうことを実際きっちり

やるということは非常にいいことだと思います。あと実はきょうの議題１のところであ

ったのですけれども、産業界からすると非常にチャレンジングで、一企業でできないと

いうことにチャレンジして、早目にできないということがわかったことも実は大きな成

果だと思うのです。ずるずると余計な研究開発投資をしないという意味ですね。これは

明文化するという話ではないですけれども、産業界の立場からすると非常にチャレンジ

ングなものに関して早目に結論を出してもらうというのも１つの成果ではないかなと、

そういう視点もあると思っています。 

○竹上大臣官房参事官 

ありがとうございます。その点、つけ加えをさせていただければと思います。ちょっ

と表現は考えたいと思いますが、立ちどまってそのまま進めるべきかどうかも含めて、

よく考えるというのを１つ加えるべきかと思います。 

○小林座長 
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私の個人的な意見なのですけれども、チャレンジングなのはすごくよくて、それが達

成できなかったことも評価しなければいけないのですけれども、課題が難しかったのか、

マネジメントが悪かったのか。何が原因でだめだったのかというところは、きちん評価

委員が評価しないといけないと思います。ですから、事前評価を含めて評価のやり方も

非常に重要という気がしますね。――西尾委員、どうぞ。 

○西尾委員 

実際に採択してお任せというわけには、難しく、何かサゼスチョンを出せるような、

そのサゼスチョンというのは押しつけではなくて、多面的にアドバイスできる。あるい

は、クローズドでいいですけれども発表して意見をもらうような、そういうサポート体

制が今までとはちょっと違うスタイルで必要ではないかと思う。１つはＤＡＲＰＡみた

いなものをイメージしたのですけれども、ああいう人たちを置くことは難しいと思うの

で、もう少し組織として支援できるようなことを考えていくことが必要ではないかなと

いうことを感じておりました。 

○小林座長 

参考で申し上げると、ＮＥＤＯの場合にはプロジェクトにＰＭを配置しています。Ｊ

ＳＴもそうですね。一方でＪＳＰＳの科研費などは研究者に自由にやらせています。こ

ういう省庁直執行プロジェクトの場合、多分そこまでマネジメントを見る余裕がないの

で、研究会等でアドバイスをもらうとか、方式はいろいろあるだろうと思います。――

齊藤委員、どうぞ。 

○齊藤委員 

今の西尾委員の話は、もしかして７ページの一番下に書いてある技術的な限界やいろ

いろな分析等々について説明されるみたいな話で、ちょっとフォローされているのかな

と思いました。 

また、さっきのディーゼルの話がどうしても頭に上るのですけれども、資料５でいい

ますと１ページの一番下にマネジメント体制の妥当性というのがあって、研究開発事業

の推進者・実施者の役割と責任の明確化と書かれていて、そこの具体的な中身、責任っ

て何なのだろうと。ここまで書くのはできるのですけれども、実際的に動かしていくに

は、具体的にどこまでの責任を誰に、それが本当にできているのかというのが必要なの

だろうなと思います。 

実施・マネジメント体制自身はうまくいっている。さっきのディーゼルは非常にうま

くいっている。だけど、この事業そのものの社会的価値はどうなのだろうという。さら

に上のことを判断する。柔軟という言葉ではなくて、判断・決断するという仕組みなの
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か、責任なのかというのは非常に難しいなと思ってお聞きしたところです。 

○小林座長 

評価としては、多分今言われたのは層が違うのでしょうね。後半おっしゃったのは、

多分プログラムとしてこれがいいのかどうかという非常にマクロ、メタな評価も入らな

ければいけないのですが、下のほうはむしろオペレーションの評価になると思いますの。 

○齊藤委員 

でも目標の再設定とかはかなり変えられるかもしれないですよね。 

○小林座長 

そうですね。ここでいう目標というのは、実施・マネジメント体制の目標という意味

でしたか。 

○齊藤委員 

ここもレイヤーが違うかもしれないですね。 

○竹上大臣官房参事官 

いろいろなレイヤーがある。 

○福井技術評価室課長補佐 

マネジメント体制のところに書いているのですけれども、社会経済情勢は当然変わる

ので事業を全体的に見直すという意味です。 

○小林座長 

加速しなければいけないとか、あるいは逆にまだいいのではないの、抑制しようとか、

そういう判断が入ってくる可能性もあるわけですね。 

○竹上大臣官房参事官 

目標とかちゃんと明確に書くように、アウトプット目標でもいいのかもしれませんけ

れども、いろいろなレイヤーがあるのだと思いますので、ちょっとそこは考えます。 

○小林座長 

森委員、どうぞ。 

○森委員 

チャレンジングな研究に取り組んで未達成だった場合、その申請者がもう一回何か別

の形で申請したときに、どう扱うかという問題が結構あるのではないかと思うのです。

失敗しているといっても、ある別の副次的な成果を得られているかもしれないし、それ

とも単なる性懲りもなくやっているだけかもしれなくて。ですから、もう一回このプロ

グラムでうまくいかなかった場合にまた再申請をどう扱うか。これまで以上に慎重な事

前審査みたいなものが必要になるのではないかという気がいたします。失敗をどう生か
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すかというのは非常に大きなところになるのですが、これはなかなか難しいですよね。 

○小林座長 

ありがとうございました。ほかはいかがでしょうか。浜田委員。 

○浜田委員 

みさせていただいて表現としてはこのぐらいなのかなという感じがして、ここは直し

たほうがいいというほどのことはちょっと浮かばなかったのですけれども、私自身、科

学技術振興機構などで実際にいろいろな事業にかかわりながら、途中のケアの仕方とい

うか、指摘をしていくことによって変わるというのは実感としてもっているので、運用

の仕方というところをどう工夫していくか。まだまだ何が正解というほどわかってはい

ないですけれども、考えていかなければいけないのではないかと思います。 

○小林座長 

ありがとうございます。先ほどの西尾委員のご意見とかなり重なるところもあると思

います。実は余談なのですけれども、我々、今大学の中でも大学内のプロジェクトなど

をやったときに、やはりＰＭというのをつけないとうまくいかないと考えています。Ｐ

Ｍをつけていくことにすると結構手間と時間がかかるのです。ただ、そうやったほうが

でき上がりは非常によいというので、ここに何か盛り込むということではないでしょう

けれども、ぜひ運用で考えていただければと思います。――西尾委員、どうぞ。 

○西尾委員 

先ほどの森先生のお話で思い出したのですけれども、要するに失敗をどう公開してい

くか。オープンサイエンスとか、そういうコンテンツに入ってくるのかもしれませんけ

れども、東工大の先生がみずから失敗したものを公開していくとやられたように、失敗

して公開するだけの準備もすごく大変だと思うのですけれども、むしろその辺をシェア

していけるようなことも考えていくべきではないかなと今お聞きして思いました。 

○竹上大臣官房参事官 

今西尾委員がおっしゃったオープンサイエンスのところ、内閣府の中でもまだ十分議

論ができていないところがあるのですけれども、視点としては入れられるなら少し目出

しをするというのも、あるかもしれません。ありがとうございます。 

○小林座長 

ほかはいかがでしょうか。これに関しては、文言も含めてよろしいのではないかとい

うのが大体のご意見だと思います。 

私の印象で申し上げますと、経産省としては事前評価、中間、終了の評価があります。

本日話がありましたようにフォローアップまでやっているプロジェクトもあるという
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ことでは一貫した評価体制というのができつつあると思います。ぜひこれも含めて有効

に活用していただければいいと思います。以上でよろしいでしょうか。 

以上で予定していた議題はこれで終了ということです。時間も大体予定どおりでしょ

うか。少し早いですけれども、これで終了させていただきたいと思います。有意義な審

議、あるいは円滑な議事進行、ありがとうございました。 

では、最後に事務局から案内を。 

○竹上大臣官房参事官 

けさは寒い中、早くからありがとうございました。今回再審議はございませんので、

次回の審議で次の案件を審議させていただければと思います。２月28日の14時から、場

所は変わりまして同じ１階の会議室になります。再度改めてご案内をさせていただきま

すので、よろしくお願いいたします。 

 

                                ――了―― 
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